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（令和６年６月２８日公布、令和６年７月１日施行） 

 

 

外国為替及び外国貿易法（昭和２４年法律第２２８号。以下「法」という。）又は法に基づく命令

の規定による経済産業大臣に対する申請等の手続であって輸出貿易管理規則（昭和２４年通商産業省

令第６４号。以下「輸出規則」という。）、輸入貿易管理規則（昭和２４年通商産業省令第７７号。

以下「輸入規則」という。）及び貿易関係貿易外取引等に関する省令（平成１０年通商産業省令第８

号。以下「貿易外省令」という。）の規定による電子情報処理組織を使用した申請並びにこれらに係

る申請、報告、事前同意及び届出に関連するものの手続等の運用について、下記のとおり定め、平成

１２年３月３１日から実施する。 

 

記 

 

１ 定義 

（１）この通達において、「特定手続等」とは、次の手続とする。 

① 法第４８条第１項の規定による許可の申請、輸出貿易管理令（昭和２４年政令第３７８号。

以下「輸出令」という。）第２条第１項の規定による承認の申請及び同令第８条第２項の規定

による有効期間の延長の申請 

② 輸入貿易管理令（昭和２４年政令第４１４号。以下「輸入令」という。）第４条第１項の規

定による承認の申請、同条第２項に規定する手続、第５条第２項の規定による有効期間の延長

の申請、第９条第１項の規定による輸入割当て及び確認の申請 

③ 法第２５条第１項の規定による許可の申請 

④ 特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律（平成４年法律第１０８号）第５条の規定

による輸出移動書類の交付の申請及び第９条の規定による輸入移動書類の交付の申請（移動書

類を以下単に「バーゼル移動書類」という。） 

⑤  法第６７条第１項の規定による許可又は承認の条件の履行報告 

⑥ 輸出許可・役務取引許可・特定記録媒体等輸出等許可申請に係る提出書類及び注意事項等に

ついて（輸出注意事項２４第１８号・平成２４・０３・２３貿局第１号）の規定による貨物の

再輸出、再販売若しくは再移転又は技術の再提供に係る事前同意手続（以下「再輸出・再販売

等に係る事前同意相談」 という。） 

⑦ 輸出管理内部規程の届出等について（輸出注意事項１７第９号・平成１７・０２・２３貿局

第６号。以下「ＣＰ通達」という。）の規定による輸出管理内部規程の新規届出、輸出者等概

要・自己管理チェックリストの届出、届出済みの輸出管理内部規程の内容変更の届出、受理票

の記載事項の内容変更の届出及び輸出者等の名称等の公表等 

⑧ 上記①から⑦までの手続きに関連する報告、届出等 

（２）この通達において、「専用電子計算機」とは、輸出規則第１条の２、輸入規則第２条の２及び

貿易外省令第１条の２に規定する電子計算機をいう。 

（３）この通達において、「特定入出力装置」とは、輸出規則第１条の２、輸入規則第２条第４項及

び貿易外省令第１条の２に規定する入出力装置をいう。 



 

（４）この通達において、「代理者」とは、電子情報処理組織を使用して行う特定手続等（以下「電

子申請」という。）を行おうとする者（以下「申請者本人」という。）から委任を受け、委任用

パスワードを使用して申請者本人に代わって電子申請を行う者をいう。 

（５）この通達において、「特定代理者」とは、輸出しようとする個人に代わって電子申請を行う者

をいう。 

 

２ 電子申請の取扱い 

（１）電子申請の運用 

電子申請の運用については、この通達によるほか、特定手続等が書面の提出により行われる場

合に適用される通達等によるものとする。その場合、「書」又は「書類」等には当該「書」又は

「書類」等に記載された事項の電子的な情報を含むこととし、かつ、「提出」には「特定入出力

装置から入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録」も含むこととする。 

（２）受入可能容量 

１件の電子申請において、専用電子計算機に備えられたファイルに記録することができる情報

の量（以下「受入可能容量」という。）は、１０メガバイトまでとする。 

（３）画像の解像度 

電子申請にあたって入力を要する情報を、画像としてスキャナ等により電子的に取り込む場合

の当該画像の解像度は、２００ｄｐｉ（ドット／インチ）とする。 

（４）添付書類に記載された情報のファイルへの記録 

添付書類に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記録する場合は、書類ご

とにファイルを分け、関連通達等により規定された添付書類の名称をファイル名とする。 

 

３ 代理者による電子申請の手続 

（１）申請者本人は、輸出規則第１条の３第１項、輸入規則第２条の３第１項又は貿易外省令第１条

の３第１項の規定によりあらかじめ届け出た者を代理者として、電子申請を行わしめることがで

きる（８の包括許可及び９の包括輸出承認の電子申請については、経済産業大臣が、必要がある

と認めるときに限る。）。 

（２）（１）の規定により代理者に電子申請を行わせる場合には、次の方法により委任用パスワード

の通知を受けなければならない。 

（イ）申請者本人は、委任用パスワード発行依頼書に、必要事項を記入し、申請者本人の記名を

行った書類（以下「発行依頼書」という。）及びその発行依頼書の内容が事実であることを

証する委任状を経済産業省貿易経済安全保障局貿易管理部貿易管理課（以下「貿易管理課」

という。）に郵送又は提出するものとする。 

（ロ）貿易管理課は、（イ）の依頼を受理したときには、申請者本人に、代理者が電子申請を行

うときに使用する委任用パスワードを有効期限を付して通知するものとする。 

（ハ）申請者本人が委任用パスワードの有効期限を過ぎてもなお、委任用パスワードが必要な場

合にあっては、申請者本人は改めて委任用パスワードの発行依頼を行わなければならない。 

（３）代理者は、電子申請にあたって、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した各種申請

様式の「委任パスワード」の項目に、（２）の規定により申請者本人に通知された委任用パスワ

ードを入力するとともに、各種申請様式の「申請者区分」及び「申請者コード」の項目に、申請

者本人及び代理者の申請者区分及び「申請者コード」を入力しなければならない。この場合、「申

請者区分」の項目については、申請者本人については「委任」とし、代理者については「代理」

としなければならない。 



 

（４）代理者が電子申請を行った場合には、申請者本人は、当該電子申請に係る契約に基づく特定手

続等を行うことができない。 

 

４ 特定代理者による電子申請の手続 

（１）輸出しようとする者（以下「輸出者本人」という。）は、輸出規則第１条の３第１項の規定に

よりあらかじめ届け出た者を特定代理者として、電子申請を行わしめることができる（輸出令別

表第２の３６の項の申請であって、輸出者本人が個人の場合に限る。）。 

（２）特定代理者は、電子申請にあたって、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した各種

申請様式の「申請者区分」の項目で「委任（特定）」を指定しなければならない。また、各種申

請様式の「特定代理の申請者」の項目に、輸出者本人の名称を入力しなければならない。 

（３）特定代理者が電子申請を行った場合には、輸出者本人は、当該電子申請に係る契約に基づく特

定手続等を行うことができない。 

 

５ 輸出許可及び輸出承認に係る電子申請の手続 

（１）輸出許可の電子申請 

① 法第４８条第１項の規定による許可の電子申請（以下「輸出許可の電子申請」という。）の

受付及び許可事務は、輸出貿易管理令の運用について（昭和６２年１１月６日付け６２貿局第

３２２号、輸出注意事項６２第１１号。以下「運用通達」という。）別表第１に規定する事務

の区分により、経済産業局（通商事務所を含む。以下同じ。）若しくは沖縄総合事務局の商品

輸出担当課又は貿易経済安全保障局貿易管理部安全保障貿易審査課が行う。 

② 申請者本人又は代理者は、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した輸出許可申請

様式に、電子情報処理組織を使用して行う特定手続等に係る申請項目について（平成２２年２

月１６日付け輸出注意事項２２第４号・輸入注意事項２２第５号。以下「申請項目通達」とい

う。）に規定する申請項目のうち必須申請項目を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、

専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。ただし、入力すべき情報の

文字数が当該項目の文字数を超える場合には、当該文字数の範囲内で情報を入力するとともに、

申請様式の「備考欄」に当該項目を明示した上で、すべての情報を入力しなければならない。 

③ ②に規定する必須申請項目のうち、入力すべき情報が存在しない項目がある場合には、当該

情報が存在しない項目の欄に「－（半角ハイフン）」（国コードの欄には「00」）を入力する

ものとする。 

④ 申請者本人又は代理者は、必要に応じ、申請項目通達に規定する申請項目のうち任意申請項

目を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記

録するものとする。 

⑤ 輸出許可の電子申請にあたっては、運用通達１－１（２）（ハ）（ｂ）及び（ｃ）に規定す

る書類の写し及び別紙参考様式第１による原本証明書（申請にあたって提出すべき書類であっ

て当該書類の写しを原本に代わって提出することができるものを提出する場合に、当該書類の

写しが原本と相違ないことを申請者本人が誓約した書類をいう。以下同じ。）を提出又は当該

書類及び原本証明書に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記録するもの

とする。ただし、原本の提出を求められた場合には、当該原本を提出するものとする。 

⑥ ⑤の書類及び原本証明書を提出する場合には、整理番号、申請者名等を記載した受付通知の

写しを添付して、当該電子申請の受付窓口に郵送又は提出するものとする。 

⑦ 申請者本人又は代理者は、輸出許可の電子申請を行った後に、追加的に書類又は資料（以下

「書類等」という。）の提出を行う場合には、次のいずれかの方法によるものとする。 



 

（イ）専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項

目通達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び

文字数に従って入力し、当該書類等に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファ

イルに記録する。 

（ロ）整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写しを添付して、当該書類等を当該電子申

請の受付窓口に郵送又は提出する。 

⑧ ⑥及び⑦（ロ）の郵送又は提出においては、返却を要しない書類等の原本の提出を妨げない。 

⑨ 申請者本人又は代理者は、輸出許可の電子申請が受理されてから専用電子計算機に輸出許可

情報が記録されるまでに申請内容の修正を行う場合は、当該電子申請の受付窓口から補正依頼

を受けた上で、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した輸出許可申請情報について、

申請項目通達に規定する申請項目のうち補正可能な項目を、当該項目の属性及び文字数に従っ

て修正し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。 

 

（２）輸出承認の電子申請 

① 輸出令第２条第１項の規定による承認の電子申請（以下「輸出承認の電子申請」という。）

の受付及び承認事務は、運用通達別表第２に規定する事務の区分により、経済産業局若しくは

沖縄総合事務局の商品輸出担当課、貿易経済安全保障局貿易管理部貿易審査課、貿易経済安全

保障局貿易管理部農水産室又は貿易経済安全保障局貿易管理部野生動植物貿易審査室が行う。 

② 申請者本人、代理者又は特定代理者は、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した

輸出承認申請様式に、申請項目通達に規定する申請項目のうち必須申請項目を、当該項目の属

性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならな

い。ただし、入力すべき情報の文字数が当該項目の文字数を超える場合には、当該文字数の範

囲内で情報を入力するとともに、申請様式の「備考欄」に当該項目を明示した上で、すべての

情報を入力しなければならない。 

③ ②に規定する必須申請項目のうち、入力すべき情報が存在しない項目がある場合には、当該

情報が存在しない項目の欄に「－（半角ハイフン）」（国コードの欄には「00」）を入力する

ものとする。 

④ 申請者本人、代理者又は特定代理者は、必要に応じ、申請項目通達に規定する申請項目のう

ち任意申請項目を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられた

ファイルに記録するものとする。 

⑤ 輸出承認の電子申請にあたっては、運用通達２－１(2)(ﾆ)に規定する書類及び原本証明書を

提出又は当該書類及び原本証明書に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに

記録するものとする。ただし、原本の提出を求められた場合には、当該原本を提出するものと

する。 

⑥ ⑤の書類を提出する場合には、整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写しを添付して、

当該電子申請の受付窓口に郵送又は提出するものとする。 

⑦ 申請者本人、代理者又は特定代理者は、輸出承認の電子申請を行った後に、追加的に書類等

の提出を行う場合には、次のいずれかの方法によるものとする。 

（イ）専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項

目通達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び

文字数に従って入力し、当該書類等に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファ

イルに記録する。 

（ロ）整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写しを添付して、当該書類等を当該電子申

請の受付窓口に郵送又は提出する。 



 

⑧ ⑥及び⑦（ロ）の郵送又は提出においては、返却を要しない書類等の原本の提出を妨げない。 

⑨ 申請者本人、代理者又は特定代理者は、輸出承認の電子申請が受理されてから専用電子計算

機に輸出承認情報が記録されるまでに申請内容の修正を行う場合は、当該電子申請の受付窓口

から補正依頼を受けた上で、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した輸出承認申請

情報について、申請項目通達に規定する申請項目のうち補正可能な項目を、当該項目の属性及

び文字数に従って修正し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。 

 

（３）電子許可等情報の内容の訂正の申請 

① （１）又は（２）の電子申請に係る専用電子計算機に備えられたファイルに記録された輸出

許可情報又は輸出承認情報（以下「輸出に係る原許可等情報」という。）の内容の訂正の申請

（以下「電子許可等情報の訂正申請」という。）の受付及び許可若しくは承認事務は、運用通

達別表第４の２の２－１又は２－４の規定にかかわらず、当該電子申請に係る許可又は承認を

行った担当部局（東京通商事務所が行った許可又は承認にあっては、関東経済産業局になる。

以下同じ。）が行う。ただし、訂正を必要とする事項が当該許可又は承認を行った担当部局に

おいて処理することができない事項に係る場合は、運用通達別表第１に規定する輸出許可等事

務の取扱区分又は運用通達別表第２に規定する輸出承認等事務の取扱区分に従い本省において

行う。 

② 申請者本人、代理者又は特定代理者は、電子許可等情報の訂正申請をしようとするときは、

輸出に係る原許可等情報に対応する申請情報を専用電子計算機に備えられたファイルから入手

し、申請項目通達に規定する申請項目のうち訂正可能な項目を再入力し、専用電子計算機に備

えられたファイルに記録するものとする。ただし、再入力すべき情報の文字数が当該訂正が必

要な項目の文字数を超える場合には、当該文字数の範囲内で情報を入力するとともに、申請様

式の「備考欄」に当該項目を明示した上で、すべての情報を入力しなければならない。 

③ 電子許可等情報の訂正申請にあたっては、訂正を要することを証する書類の写し及び原本証

明書を提出又は当該書類及び原本証明書に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファ

イルに記録するものとする。ただし、原本の提出を求められた場合には、当該原本を提出する

ものとする。 

④ ③の書類又は原本証明書を提出する場合には、整理番号、申請者名等を記載した受付通知の

写しを添付して、当該電子申請の訂正申請の受付窓口に郵送又は提出するものとする。 

⑤ 申請者本人、代理者又は特定代理者は、電子許可等情報の訂正申請を行った後に、追加的に

書類等の提出を行う場合には、次のいずれかの方法によるものとする。 

（イ）専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項

目通達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び

文字数に従って入力し、当該書類等に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファ

イルに記録する。 

（ロ）整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写しを添付して、当該書類等を当該訂正申

請の受付窓口に郵送又は提出する。 

⑥ ④及び⑤(ﾛ)の郵送又は提出においては、返却を要しない書類等の原本の提出を妨げない。 

⑦ 輸出規則第１条の２第５項の規定により交付された電子申請に係る輸出許可証又は輸出承認

証の内容の訂正については、なお、運用通達別表第４の定めるところによる。 

 

６ 輸入承認、輸入割当て及び事前確認に係る電子申請の手続 

（１）輸入承認又は輸入割当てに係る電子申請 



 

① 輸入令第４条第１項又は第９条第１項の規定による承認又は割当ての電子申請の受付及び承

認又は割当事務は、書面の提出により行われる場合に適用される通達等に規定する事務の区分

により、貿易経済安全保障局貿易管理部貿易審査課、貿易経済安全保障局貿易管理部農水産室

又は貿易経済安全保障局貿易管理部野生動植物貿易審査室が行う。 

② 申請者本人又は代理者は、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した輸入承認・割

当申請様式、輸入承認申請様式及び輸入二号承認申請様式に、申請項目通達に規定する申請項

目のうち必須申請項目を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備え

られたファイルに記録しなければならない。ただし、入力すべき情報の文字数が当該項目の文

字数を超える場合には、当該文字数の範囲内で情報を入力するとともに、申請様式の「備考欄」

に当該項目を明示した上で、すべての情報を入力しなければならない。 

③ ②に規定する必須申請項目のうち、入力すべき情報が存在しない項目がある場合には、当該

情報が存在しない項目の欄に「－（半角ハイフン）」（国コードの欄には「00」）を入力する

ものとする。 

④ 申請者本人又は代理者は、必要に応じ、申請項目通達に規定する申請項目のうち任意申請項

目を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記

録するものとする。 

⑤ 輸入承認又は輸入割当ての電子申請にあたっては、申請しようとする貨物に係る輸入発表又

は輸入注意事項に規定する書類及び原本証明書を提出又は当該書類及び原本証明書に記載され

た情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記録するものとする。ただし、原本の提出を

求められた場合には、当該原本を提出するものとする。 

⑥ ⑤の書類及び原本証明書を提出する場合には、整理番号、申請者名等を記載した受付通知の

写しを添付して、当該電子申請の受付窓口に郵送又は提出するものとする。 

⑦ 申請者本人又は代理者は、輸入承認又は輸入割当ての電子申請を行った後に、追加的に書類

等の提出を行う場合には、次のいずれかの方法によるものとする。 

（イ）専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項

目通達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び

文字数に従って入力し、当該資料に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイ

ルに記録する。 

（ロ）整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写しを添付して、当該書類等を当該電子申

請の受付窓口に郵送又は提出する。 

⑧ ⑥及び⑦（ロ）の郵送又は提出においては、返却を要しない書類等の原本の提出を妨げない。 

⑨ 申請者本人又は代理者は、輸入承認又は輸入割当ての電子申請が受理されてから専用電子計

算機に輸入承認情報又は輸入割当情報が記録されるまでに申請内容の修正を行う場合は、当該

電子申請の受付窓口から補正依頼を受けた上で、専用電子計算機に備えられたファイルから入

手した輸入承認申請情報又は輸入割当申請情報について、申請項目通達に規定する申請項目の

うち補正可能な項目を、当該項目の属性及び文字数に従って修正し、専用電子計算機に備えら

れたファイルに記録しなければならない。 

 

（２）事前確認に係る電子申請 

① 輸入令第４条第２項の規定による手続であって輸入公表（昭和４１年通商産業省告示第１７

０号）三の規定による確認の電子申請の受付及び確認事務は、書面の提出により行われる場合

に適用される通達等に規定する事務の区分により、経済産業局若しくは沖縄総合事務局の商品

輸入担当課、貿易経済安全保障局貿易管理部貿易審査課、貿易経済安全保障局貿易管理部農水



 

産室、貿易経済安全保障局貿易管理部野生動植物貿易審査室又は産業保安・安全グループ化学

物質管理課が行う。 

② 申請者本人又は代理者は、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した事前確認申請

様式に、申請項目通達に規定する申請項目のうち必須申請項目を、当該項目の属性及び文字数

に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。ただし、

入力すべき情報の文字数が当該項目の文字数を超える場合には、当該文字数の範囲内で情報を

入力するとともに、申請様式の「備考欄」に当該項目を明示した上で、すべての情報を入力し

なければならない。 

③ ②に規定する必須申請項目のうち、入力すべき情報が存在しない項目がある場合には、当該

情報が存在しない項目の欄に「－（半角ハイフン）」（国コードの欄には「00」）を入力する

ものとする。 

④ 申請者本人又は代理者は、必要に応じ、申請項目通達に規定する申請項目のうち任意申請項

目を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記

録するものとする。 

⑤ 事前確認の電子申請にあたっては、申請しようとする貨物に係る輸入注意事項に規定する書

類及び原本証明書を提出又は当該書類及び原本証明書に記載された情報を専用電子計算機に備

えられたファイルに記録するものとする。ただし、原本の提出を求められた場合には、当該原

本を提出するものとする。 

⑥ ⑤の書類又は原本証明書を提出する場合には、整理番号、申請者名等を記載した受付通知の

写しを添付して、当該電子申請の受付窓口に郵送又は提出するものとする。 

⑦ 申請者本人又は代理者は、事前確認の電子申請を行った後に、追加的に書類等の提出を行う

場合には、次のいずれかの方法によるものとする。 

（イ）専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項

目通達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び

文字数に従って入力し、当該書類等に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファ

イルに記録する。 

（ロ）整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写しを添付して、当該書類等を当該電子申

請の受付窓口に郵送又は提出する。 

⑧ ⑥及び⑦（ロ）の郵送又は提出においては、返却を要しない書類等の原本の提出を妨げない。 

⑨ 申請者本人又は代理者は、事前確認の電子申請が受理されてから専用電子計算機に確認情報

が記録されるまでに申請内容の修正を行う場合は、当該電子申請の受付窓口から補正依頼を受

けた上で、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した事前確認申請情報について、申

請項目通達に規定する申請項目のうち補正可能な項目を、当該項目の属性及び文字数に従って

修正し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。 

 

（３）電子承認・割当情報の内容の訂正の申請 

① 電子申請に係る専用電子計算機に備えられたファイルに記録された輸入承認情報又は輸入割

当情報（以下「輸入に係る原承認・割当・確認情報」という。）の内容の訂正の申請（以下「電

子承認・割当情報の訂正申請」という。）の受付及び承認若しくは割当事務は、書面の提出に

より行われる場合に適用される通達等の規定にかかわらず、当該電子申請に係る承認・割当を

行った担当部局が行うものとする。 

② 申請者本人又は代理者は、電子承認・割当・確認情報の訂正申請をしようとするときは、輸

入に係る原承認・割当情報に対応する申請情報を専用電子計算機に備えられたファイルから入

手し、申請項目通達に規定する申請項目のうち訂正可能な項目を再入力し、専用電子計算機に



 

備えられたファイルに記録するものとする。ただし、再入力すべき情報の文字数が当該訂正に

必要な項目の文字数を超える場合には、当該文字数の範囲内で情報を入力するとともに、申請

様式の「備考欄」に当該項目を明示した上で、すべての情報を入力しなければならない。 

③ 電子承認・割当情報の訂正申請にあたっては、訂正を要することを証する書類及び原本証明

書を提出又は当該書類及び原本証明書に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイ

ルに記録するものとする。ただし、原本の提出を求められた場合には、当該原本を提出するも

のとする。 

④ ③の書類又は原本証明書を提出する場合には、整理番号、申請者名等を記載した受付通知の

写しを添付して、当該電子承認・割当情報の訂正申請の受付窓口に郵送又は提出するものとす

る。 

⑤ 申請者本人又は代理者は、電子承認・割当情報の訂正申請を行った後に、追加的に書類等の

提出を行う場合には、次のいずれかの方法によるものとする。 

（イ）専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項

目通達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び

文字数に従って入力し、当該書類等に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファ

イルに記録する。 

（ロ）整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写しを添付して、当該書類等を当該訂正申

請の受付窓口に郵送又は提出する。 

⑥ ④及び⑤（ロ）の郵送又は提出においては、返却を要しない書類等の原本の提出を妨げない。 

⑦ 輸入規則第２条の２第５項の規定により交付された電子申請に係る輸入承認証又は輸入割当

証明書の内容の訂正については、輸入割当ての内容変更について（平成１２年３月３１日付け

輸入注意事項１２第１８号）、輸入承認の内容変更について（平成１２年３月３１日付け輸入

注意事項１２第２１号）又は輸入承認の有効期間及びその延長等の手続について（平成１０年

５月１５日付け輸入注意事項１０第４９号）に定めるところによるものとし、１６（２）①の

規定により交付された電子申請に係る確認書の内容の訂正又は変更は、原則として、できない

ものとする。 

 

７ 役務取引許可に係る電子申請の手続 

（１）役務取引許可の電子申請 

① 役務取引許可の電子申請の受付及び許可事務は、外国為替及び外国貿易法第２５条第１項及

び外国為替令第１７条第２項の規定に基づき許可を要する技術を提供する取引又は行為につい

て（平成４年１２月２１日付け４貿局第４９２号。以下「役務取引通達」という。）別紙２－

２の１に規定する事務の区分により、経済産業局若しくは沖縄総合事務局の商品輸出担当課又

は本省貿易経済安全保障局貿易管理部安全保障貿易審査課が行う。 

② 申請者本人又は代理者は、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した役務取引許可

申請様式に、申請項目通達に規定する申請項目のうち必須申請項目を、当該項目の属性及び文

字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。ただ

し、入力すべき情報の文字数が当該項目の文字数を超える場合には、当該文字数の範囲内で情

報を入力するとともに、申請様式の「備考欄」に当該項目を明示した上で、すべての情報を入

力しなければならない。 

③ ②に規定する必須申請項目のうち、入力すべき情報が存在しない項目がある場合には、当該

情報が存在しない項目の欄に「－（半角ハイフン）」（国コードの欄には「00」）を入力する

ものとする。 



 

④ 申請者本人又は代理者は、必要に応じ、申請項目通達に規定する申請項目のうち任意申請項

目を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記

録するものとする。 

⑤ 役務取引許可の電子申請にあたっては、役務取引通達別紙３第１に規定する書類（(1) 、(2)

 及び(3) に規定するものを除く。）の写し及び原本証明書を提出又は当該書類及び原本証明書

に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記録するものとする。ただし、原

本の提出を求められた場合には、当該原本を提出するものとする。 

⑥ ⑤の書類及び原本証明書を提出する場合には、整理番号、申請者名等を記載した受付通知の

写しを添付して、当該電子申請の受付窓口に郵送又は提出するものとする。 

⑦ 申請者本人又は代理者は、役務取引許可の電子申請を行った後に、追加的に書類等の提出を

行う場合には、次のいずれかの方法によるものとする。 

（イ）専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項

目通達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び

文字数に従って入力し、当該書類等に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファ

イルに記録する。 

（ロ）整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写しを添付して、当該書類等を当該電子申

請の受付窓口に郵送又は提出する。 

⑧ ⑥及び⑦（ロ）の郵送又は提出においては、返却を要しない書類等の原本の提出を妨げない。 

⑨ 申請者本人又は代理者は、役務取引許可の電子申請が受理されてから専用電子計算機に役務

取引許可情報が記録されるまでに申請内容の修正を行う場合は、当該電子申請の受付窓口から

補正依頼を受けた上で、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した役務取引許可申請

情報について、申請項目通達に規定する申請項目のうち補正可能な項目を、当該項目の属性及

び文字数に従って修正し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。 

 

（２）電子役務取引許可情報の有効期間の延長又は内容の訂正の申請 

① （１）の電子申請に係る専用電子計算機に備えられたファイルに記録された役務取引許可情

報（以下「役務取引原許可情報」という。）の有効期間の延長又は内容の訂正の申請（以下「電

子役務取引許可情報の訂正申請」という。）の受付及び許可事務は、当該電子申請に係る許可

を行った担当部局が行う。ただし、訂正を必要とする事項が当該許可を行った担当部局におい

て処理することができない事項に係る場合は、役務取引通達別紙２－２の２に規定する事務の

区分により、本省において行う。 

② 申請者本人又は代理者は、電子役務取引許可情報の訂正申請をしようとするときは、役務取

引原許可情報に対応する申請情報を専用電子計算機に備えられたファイルから入手し、申請項

目通達に規定する申請項目のうち訂正可能な項目を再入力し、専用電子計算機に備えられたフ

ァイルに記録するものとする。ただし、再入力すべき情報の文字数が当該訂正が必要な項目の

文字数を超える場合には、当該文字数の範囲内で情報を入力するとともに、申請様式の「備考

欄」に当該項目を明示した上で、すべての情報を入力しなければならない。なお、役務取引許

可申請のうち、プログラムに係る申請の場合は、運用通達１－１(2) (ﾊ) (a)に規定する書類

の写しを添付することをもって、これに代えることができる。 

③ 電子役務取引許可情報の訂正申請にあたっては、役務取引通達別紙４第１に規定する書類

（（１）、（３）及び（５）に規定するものを除く。）の写し及び原本証明書を提出又は当該

書類及び原本証明書に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記録するもの

とする。ただし、原本の提出を求められた場合には、当該原本を提出するものとする。 



 

④ ③の書類及び原本証明書を提出する場合には、整理番号、申請者名等を記載した受付通知の

写しを添付して、当該電子申請の受付窓口に郵送又は提出するものとする。 

⑤ 申請者本人又は代理者は、電子役務取引許可情報の訂正申請を行った後に、追加的に書類等

の提出を行う場合には、次のいずれかの方法によるものとする。 

（イ）専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項

目通達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び

文字数に従って入力し、当該資料に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイ

ルに記録する。 

（ロ）整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写しを添付して、当該書類等を当該訂正申

請の受付窓口に郵送又は提出する。 

⑥ ④及び⑤（ロ）の郵送又は提出においては、返却を要しない書類等の原本の提出を妨げない。 

⑦ 貿易外省令第１条の２第５項又は第２条の２第４項の規定により交付された電子申請に係る

役務取引許可証の有効期間の延長又は内容訂正については、なお、貿易外省令第２条第３項及

び第４項に定めるところによる。 

 

８ 一般包括許可、特別一般包括許可又は特定包括許可に係る電子申請の手続 

（１）一般包括許可の電子申請 

① 包括許可取扱要領（平成１７年２月２５日付け平成１７・０２・２３貿局第１号、輸出注意

事項１７第７号。以下「包括許可取扱要領」という。）に係る一般包括輸出・役務（使用に係

るプログラム）取引許可又は一般包括役務取引許可（以下「一般包括許可」という。）の電子

申請の受付及び許可事務は、経済産業局又は沖縄総合事務局の商品輸出担当課が行う。 

② 申請者本人又は代理者は、専用電子計算機に備えられた申請者情報入力欄に、包括許可取扱

要領Ⅰ２（２）①に規定する該非確認責任者及び統括責任者に関する情報を入力した後、専用

電子計算機に備えられたファイルから入手した一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）

取引許可申請様式又は一般包括役務取引許可申請様式に、申請項目通達に規定する申請項目の

うち必須申請項目を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられ

たファイルに記録しなければならない。 

③ ②に規定する必須申請項目のうち、入力すべき情報が存在しない項目がある場合には、当該

情報が存在しない項目の欄に「－（半角ハイフン）」を入力するものとする。 

④ 申請者本人は、必要に応じ、申請項目通達に規定する申請項目のうち任意申請項目を、当該

項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録するもの

とする。 

⑤ 申請者本人又は代理者は、一般包括許可の電子申請を行った後に、追加的に書類等の提出を

行う場合には、次のいずれかの方法によるものとする。 

（イ）専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項

目通達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び

文字数に従って入力し、当該書類等に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファ

イルに記録する。 

（ロ）整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写しを添付して、当該書類等を当該電子申

請の受付窓口に郵送又は提出する。 

⑥ ⑤（ロ）の郵送又は提出においては、返却を要しない書類等の原本の提出を妨げない。 

⑦ 申請者本人又は代理者は、一般包括許可の電子申請が受理されてから専用電子計算機に一般

包括許可情報が記録されるまでに申請内容の修正を行う場合は、当該電子申請の受付窓口から

の補正依頼を受けた上で、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した一般包括許可申



 

請情報について、申請項目通達に規定する申請項目のうち補正可能な項目を、当該項目の属性

及び文字数に従って修正し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。 

 

（２）特別一般包括許可の電子申請 

① 包括許可取扱要領に係る特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可又は特

別一般包括役務取引許可（以下「特別一般包括許可」という。）の電子申請の受付及び許可事務

は、経済産業局又は沖縄総合事務局の商品輸出担当課が行う。 

② 申請者本人又は代理者は、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した特別一般包括

輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可申請様式又は特別一般包括役務取引許可申請様

式に、申請項目通達に規定する申請項目のうち必須申請項目を、当該項目の属性及び文字数に

従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。 

③ ②に規定する必須申請項目のうち、入力すべき情報が存在しない項目がある場合には、当該

情報が存在しない項目の欄に「－（半角ハイフン）」を入力するものとする。 

④ 申請者本人又は代理者は、必要に応じ、申請項目通達に規定する申請項目のうち任意申請項

目を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記

録するものとする。 

⑤ 特別一般包括許可の電子申請にあたっては、包括許可取扱要領Ⅱ５（イ）及び（ロ）に規定

する書類を提出又は当該書類及び原本証明書に記載された情報を専用電子計算機に備えられた

ファイルに記録するものとする。ただし、原本の提出を求められた場合には、当該原本を提出

するものとする。 

⑥ ⑤の書類及び原本証明書を提出する場合には、整理番号、申請者名等を記載した受付通知の

写しを添付して、当該電子申請の受付窓口に郵送又は提出するものとする。 

⑦ 申請者本人又は代理者は、特別一般包括許可の電子申請を行った後に、追加的に書類等の提

出を行う場合には、次のいずれかの方法によるものとする。 

（イ）専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項

目通達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び

文字数に従って入力し、当該書類等に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファ

イルに記録する。 

（ロ）整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写しを添付して、当該書類等を当該電子申

請の受付窓口に郵送又は提出する。 

⑧ ⑥及び⑦（ロ）の郵送又は提出においては、返却を要しない書類等の原本の提出を妨げない。 

⑨ 申請者本人又は代理者は、特別一般包括許可の電子申請が受理されてから専用電子計算機に

特別一般包括許可情報が記録されるまでに申請内容の修正を行う場合は、当該電子申請の受付

窓口からの補正依頼を受けた上で、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した特別一

般包括許可申請情報について、申請項目通達に規定する申請項目のうち補正可能な項目を、当

該項目の属性及び文字数に従って修正し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなけ

ればならない。 

 

（３）特定包括許可の電子申請 

① 包括許可取扱要領に係る特定包括輸出許可又は特定包括役務取引許可（以下「特定包括許可」

という。）の電子申請の受付及び許可事務は、本省貿易経済安全保障局貿易管理部安全保障貿

易審査課が行う。 

② 申請者本人又は代理者は、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した特定包括輸出

許可及び特定包括役務取引許可申請様式に、申請項目通達に規定する申請項目のうち必須申請



 

項目を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに

記録しなければならない。 

③ ②に規定する必須申請項目のうち、入力すべき情報が存在しない項目がある場合には、当該

情報が存在しない項目の欄に「－（半角ハイフン）」を入力するものとする。 

④ 申請者本人又は代理者は、必要に応じ、申請項目通達に規定する申請項目のうち任意申請項

目を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記

録するものとする。 

⑤ 特定包括許可の電子申請にあたっては、包括許可取扱要領Ⅲ５（４）（イ）から（ホ）まで

に規定する書類を提出又は当該書類及び原本証明書に記載された情報を専用電子計算機に備え

られたファイルに記録するものとする。ただし、原本の提出を求められた場合には、当該原本

を提出するものとする。 

⑥ ⑤の書類及び原本証明書を提出する場合には、整理番号、申請者名等を記載した受付通知の

写しを添付して、当該電子申請の受付窓口に郵送又は提出するものとする。 

⑦ 申請者本人又は代理者は、特定包括許可の電子申請を行った後に、追加的に書類等の提出を

行う場合には、次のいずれかの方法によるものとする。 

（イ）専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項

目通達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び

文字数に従って入力し、当該書類等に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファ

イルに記録する。 

（ロ）整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写しを添付して、当該書類等を当該電子申

請の受付窓口に郵送又は提出する。 

⑧ ⑥及び⑦（ロ）の郵送又は提出においては、返却を要しない書類等の原本の提出を妨げない。 

⑨ 申請者本人又は代理者は、特定包括許可の電子申請が受理されてから専用電子計算機に特定

包括許可情報が記録されるまでに申請内容の修正を行う場合は、当該電子申請の受付窓口から

の補正依頼を受けた上で、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した特定包括許可申

請情報について、申請項目通達に規定する申請項目のうち補正可能な項目を、当該項目の属性

及び文字数に従って修正し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。 

 

（４）電子包括許可情報の変更の申請 

① 電子申請に係る専用電子計算機に備えられたファイルに記録された包括許可情報(以下「包

括原許可情報」という。）と申請者名又は申請者の住所に異同が生じた場合は、包括許可取扱

要領Ⅰ７、Ⅱ７又はⅢ７に定めるところに準ずるものとする。 

② 申請者本人又は代理者は、包括原許可情報の内容の変更の申請（以下「電子包括許可情報の

変更申請」という。）をしようとするときは、包括原許可情報に対応する申請情報を専用電子

計算機に備えられたファイルから入手し、申請項目通達に規定する申請項目のうち当該情報に

係る変更可能な項目のうち変更が必要な項目を再入力し、専用電子計算機に備えられたファイ

ルに記録するものとする。当該変更の電子申請の取扱いは、一般包括許可、特別一般包括許可

又は特定包括許可の申請の種類に応じ（１）、（２）又は（３）に規定するところに準ずるも

のとする。ただし、１８（１）の規定により分割交付された一般包括輸出・役務（使用に係る

プログラム）取引許可証、特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可証、特

定包括輸出許可証又は特定包括輸出・役務取引許可証（以下「分割許可証」という。）を有す

る場合にあっては分割許可証の写しを当該電子申請の受付窓口に提出若しくは分割許可証に記

載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記録するものとする。 

 



 

（５）電子包括許可情報の更新の申請 

① 申請者本人又は代理者は、包括許可情報の更新申請をしようとするときは、包括原許可情報

に対応する申請情報を専用電子計算機に備えられたファイルから入手し、申請項目通達に規定

する申請項目のうち当該情報に係る更新可能な項目のうち更新が必要な項目を再入力し、専用

電子計算機に備えられたファイルに記録するものとする。一般包括許可、特別一般包括許可又

は特定包括許可の更新の電子申請の取扱いは、当該申請の種類に応じ（１）、（２）又は（３）

に規定するところに準ずるものとする。 

② ①において、包括取扱要領Ⅱ１０（２）及びⅢ１０（２）の規定に基づき更新申請を行う場

合であって、既に交付された当該更新申請に係る特別一般包括許可証又は特定包括許可証（分

割包括許可証を含む。以下「原包括許可証」という。）を有している場合は、当該原包括許可

証の写しを当該更新申請の受付窓口に提出若しくは原包括許可証に記載された情報を専用電子

計算機に備えられたファイルに記録するものとする。 

 

９ 一般包括輸出承認、特定包括輸出承認に係る電子申請の手続 

（１）一般包括輸出承認の電子申請 

① 包括輸出承認取扱要領（平成２６年３月１４日付け20140304貿局第４号・輸出注意事項２６

第６号。以下「包括輸出承認取扱要領」という。）に係る一般包括輸出承認の電子申請の受付

及び承認事務は、貿易経済安全保障局貿易管理部貿易審査課が行う。 

② 申請者本人（法人の場合は、代表権を有する者に限る。以下、９において同じ。）は、専用

電子計算機に備えられたファイルから入手した一般包括輸出承認申請様式に、申請項目通達に

規定する申請項目のうち必須申請項目を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電

子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。 

③ ②に規定する必須申請項目のうち、入力すべき情報が存在しない項目がある場合には、当該

情報が存在しない項目の欄に「－（半角ハイフン）」を入力するものとする。 

④ 申請者本人は、必要に応じ、申請項目通達に規定する申請項目のうち任意申請項目を、当該

項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録するもの

とする。 

⑤ 一般包括輸出承認の電子申請にあたっては、包括輸出承認取扱要領２（４）（イ）から（ハ）

までに規定する書類に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記録するもの

とする。ただし、原本の提出を求められた場合には、当該原本を提出するものとする。 

⑥ ⑤の書類の原本の提出を求められた場合には、整理番号、申請者名等を記載した受付通知の

写しを添付して、当該電子申請の受付窓口に郵送又は提出するものとする。 

⑦ 申請者本人は、一般包括輸出承認の電子申請を行った後に、追加的に書類等の提出を行う場

合には専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項

目通達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字

数に従って入力し、当該書類等に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記

録するものとする。 

⑧ ⑥の郵送又は提出においては、返却を要しない書類等の原本の提出を妨げない。 

⑨ 申請者本人は、一般包括輸出承認の電子申請が受理されてから専用電子計算機に一般包括輸

出承認情報が記録されるまでに申請内容の修正を行う場合は、当該電子申請の受付窓口からの

補正依頼を受けた上で、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した一般包括輸出承認

申請情報について、申請項目通達に規定する申請項目のうち補正可能な項目を、当該項目の属

性及び文字数に従って修正し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならな

い。 



 

 

（２）特定包括輸出承認の電子申請 

① 包括輸出承認取扱要領に係る特定包括輸出承認の電子申請の受付及び承認事務は、貿易経済

安全保障局貿易管理部貿易審査課が行う。 

② 申請者本人（法人の場合は、代表権を有する者に限る。以下、９において同じ。）は、専用

電子計算機に備えられたファイルから入手した特定包括輸出承認申請様式に、申請項目通達に

規定する申請項目のうち必須申請項目を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電

子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。 

③ ②に規定する必須申請項目のうち、入力すべき情報が存在しない項目がある場合には、当該

情報が存在しない項目の欄に「－（半角ハイフン）」を入力するものとする。 

④ 申請者本人は、必要に応じ、申請項目通達に規定する申請項目のうち任意申請項目を、当該

項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録するもの

とする。 

⑤ 特定包括輸出承認の電子申請にあたっては、包括輸出承認取扱要領３（４）（イ）から（ハ）

までに規定する書類に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記録するもの

とする。ただし、原本の提出を求められた場合には、当該原本を提出するものとする。 

⑥ ⑤の書類の原本の提出を求められた場合には、整理番号、申請者名等を記載した受付通知の

写しを添付して、当該電子申請の受付窓口に郵送又は提出するものとする。 

⑦ 申請者本人は、特定包括輸出承認の電子申請を行った後に、追加的に書類等の提出を行う場

合には専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項

目通達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字

数に従って入力し、当該書類等に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記

録するものとする。 

⑧ ⑥の郵送又は提出においては、返却を要しない書類等の原本の提出を妨げない。 

⑨ 申請者本人は、特定包括輸出承認の電子申請が受理されてから専用電子計算機に特定包括輸

出承認情報が記録されるまでに申請内容の修正を行う場合は、当該電子申請の受付窓口からの

補正依頼を受けた上で、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した特定包括輸出承認

申請情報について、申請項目通達に規定する申請項目のうち補正可能な項目を、当該項目の属

性及び文字数に従って修正し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならな

い。 

 

（３）一般包括輸出承認及び特定包括輸出承認の変更の申請 

① 電子申請に係る専用電子計算機に備えられたファイルに記録された一般包括輸出承認及び特

定包括輸出承認情報(以下「包括原承認情報」という。）と申請者名又は申請者の住所等に異同

が生じた場合は、それぞれ包括輸出承認取扱要領２（７）又は３（７）に定めるところに準ず

るものとする。 

② 申請者本人は、一般包括輸出承認及び特定包括輸出承認の内容の変更の申請をしようとする

ときは、包括原承認情報に対応する申請情報を専用電子計算機に備えられたファイルから入手

し、申請項目通達に規定する申請項目のうち当該情報に係る変更可能な項目のうち変更が必要

な項目を再入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録するものとする。当該変更の

電子申請の取扱いは、（１）及び（２）に規定するところに準ずるものとする。 

 

（４）一般包括輸出承認及び特定包括輸出承認の更新の申請 



 

申請者本人は、一般包括輸出承認及び特定包括輸出承認の更新の申請をしようとするときは、

包括原承認情報に対応する申請情報を専用電子計算機に備えられたファイルから入手し、申請項

目通達に規定する申請項目のうち当該情報に係る更新可能な項目のうち更新が必要な項目を再入

力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録するものとする。一般包括輸出承認及び特定

包括輸出承認の更新の電子申請の取扱いは、（１）及び（２）に規定するところに準ずるものと

する。 

 

１０ 許可又は承認等の手続に関連する手続 

（１）許可又は承認等の手続に関連する手続（１（１）⑤、⑦及び⑧の特定手続等をいう。）に関す

る電子申請の受付事務は、当該手続が書面の提出により行われる場合に適用される通達等により

受付事務を行う経済産業局若しくは沖縄総合事務局の商品輸出担当課、貿易経済安全保障局貿易

管理部貿易審査課、貿易経済安全保障局貿易管理部野生動植物貿易審査室 、貿易経済安全保障局

貿易管理部安全保障貿易審査課又は貿易経済安全保障局貿易管理部安全保障貿易検査官室が行

う。 

（２）申請者本人又は代理者は、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した汎用申請様式に、

申請項目通達に規定する申請項目のうち必須申請項目を、当該項目の属性及び文字数に従って入

力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。ただし、入力すべき情

報の文字数が当該項目の文字数を超える場合には、当該文字数の範囲内で情報を入力するととも

に、申請様式の「備考欄」に当該項目を明示した上で、すべての情報を入力しなければならない。 

（３）（２）に規定する必須申請項目のうち、入力すべき情報が存在しない項目がある場合には、当

該情報が存在しない項目の欄に「－（半角ハイフン）」を入力するものとする。 

（４）申請者本人又は代理者は、必要に応じ、申請項目通達に規定する申請項目のうち任意申請項目

を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録す

るものとする。 

 

１１ バーゼル移動書類の交付に係る電子申請の手続 

（１）バーゼル移動書類の交付に関する電子申請の受付事務は、本省貿易経済安全保障局貿易管理部

貿易審査課が行う。 

（２）申請者本人又は代理者は、専用電子計算機に備えられたファイルから入手したバーゼル移動書

類交付申請様式に、申請項目通達に規定する申請項目のうち必須申請項目を、当該項目の属性及

び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。た

だし、入力すべき情報の文字数が当該項目の文字数を超える場合には、当該文字数の範囲内で情

報を入力するとともに、申請様式の「備考欄」に当該項目を明示した上で、すべての情報を入力

しなければならない。 

（３）（２）に規定する必須申請項目のうち、入力すべき情報が存在しない項目がある場合には、当

該情報が存在しない項目の欄に「－（半角ハイフン）」を入力するものとする。 

（４）申請者本人又は代理者は、必要に応じ、申請項目通達に規定する申請項目のうち任意申請項目

を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録す

るものとする。 

 

１２ 再輸出・再販売等に係る事前同意相談 

（１）再輸出・再販売等に係る事前同意相談に関する電子申請の受付事務は、当該輸出許可又は役務

取引許可の許可事務を行った経済産業局若しくは沖縄総合事務局の商品輸出担当課、貿易経済安

全保障局貿易管理部安全保障貿易審査課が行う。 



 

（２）申請者本人又は代理者は、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した事前同意相談申

請様式に、申請項目通達に規定する申請項目のうち必須申請項目を、当該項目の属性及び文字数

に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。ただし、入

力すべき情報の文字数が当該項目の文字数を超える場合には、当該文字数の範囲内で情報を入力

するとともに、申請様式の「備考欄」に当該項目を明示した上で、すべての情報を入力しなけれ

ばならない。 

（３）（２）に規定する必須申請項目のうち、入力すべき情報が存在しない項目がある場合には、当

該情報が存在しない項目の欄に「－（半角ハイフン）」（国コードの欄には「00」）を入力する

ものとする。 

（４）申請者本人又は代理者は、必要に応じ、申請項目通達に規定する申請項目のうち任意申請項目

を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録す

るものとする。 

（５）申請者本人又は代理者は、事前同意相談の電子申請が受理されてから専用電子計算機に事前同

意情報が記録されるまでに相談内容の修正を行う場合は、当該電子申請の受付窓口から補正依頼

を受けた上で、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した事前同意相談情報について、

申請項目通達に規定する申請項目のうち補正可能な項目を、当該項目の属性及び文字数に従って

修正し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。 

 

１３ 電子申請の取下げ申請手続 

（１）５から９までのいずれかに規定する電子申請の取下げ申請の受付は、当該電子申請を受理した

担当部局が行う。 

（２）申請者本人、代理者又は特定代理者（８及び９に規定する電子申請の取下げ申請の場合は、申

請者本人に限る。）は、電子申請が受理されてから当該申請に係る処分が行われるまでの間に、

当該申請に係る貨物を輸出若しくは輸入する必要がなくなった場合又は役務を提供する必要がな

くなった場合その他の事情により当該申請を取り下げようとするときは、専用電子計算機に備え

られたファイルから入手した取下申請様式に、申請項目通達に規定する申請項目のうち、必須申

請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えら

れたファイルに記録することにより、経済産業大臣に申請するものとする。 

（３）経済産業大臣は、（２）の申請を受理したときは、受理した旨を専用電子計算機に備えられた

ファイルに記録するものとする。 

 

１４ 経済産業大臣の許可等手続 

（１）経済産業大臣は５から９までに規定する電子申請の許可、承認、割当て又は確認を行ったとき

は、専用電子計算機に備えられたファイルに許可番号、承認番号、割当証明書番号又は確認番号

及び電子許可等情報、電子承認・割当・確認情報、電子役務取引許可情報、電子包括許可情報又

は電子包括輸出承認情報（以下「電子許可等情報等」という。）を記録するものとする。ただし、

１５（１）②若しくは③、１５（２）②若しくは③、１６（１）②若しくは③、１６（２）②若

しくは③又は１７（１）②若しくは③の規定により書面による交付を希望した電子申請にあって

は、電子許可等情報等の記録は行わないものとする。なお、９に規定する包括輸出承認申請につ

いては、書面による一般包括輸出承認証及び特定包括輸出承認証の交付は行わない。 

（２）（１）の場合において、経済産業大臣は申請者本人並びに代理者又は特定代理者に対して、専

用電子計算機に備えられたファイルに情報が記録された旨を電子メールで通知するものとする。 

（３）貿易経済安全保障局貿易管理部安全保障貿易検査官室は１０（１）に規定する１（１）⑦に掲

げる届出を受理し、当該届出がＣＰ通達の内容を満たすと認められる場合には、「輸出管理内部



 

規程受理票【別紙２】」又は「輸出者等概要・自己管理チェックリスト受理票【別紙３】」を届

出者に送信するものとする。 

なお、新たな受理票を受理した届出者は、当該届出前に書面で発行された受理票を、ＣＰ通達

の７に規定する宛先に郵送にて返却する。ただし、旧受理票が本通達の規定により送信されたも

のである場合は、当該届出者が新たな受理票を受信した時点で当該旧受理票は効力を失うものと

し、その返却は不要とする。 

 

１５ 輸出許可証又は輸出承認証の交付等 

（１）輸出許可証又は輸出承認証の交付 

① １４の規定にかかわらず、経済産業大臣は、５（１）、（２）、又は（３）のいずれかに規

定する電子申請を許可又は承認したときは、申請者本人、代理者又は特定代理者の求めに応じ、

輸出規則第１条の２第５項の規定に基づき、同規則別表第３で定める輸出許可証又は同規則別

表第４で定める輸出承認証（以下「輸出許可証等」という。）を交付するものとする。 

② 電子申請と同時に、申請者本人、代理者又は特定代理者が①の規定による輸出許可証等の交

付を希望するときは、申請項目通達に規定する「紙交付希望の有無」の項目に１を入力するも

のとする。 

③ 電子申請後、当該申請に係る許可情報又は承認情報が専用電子計算機に備えられたファイル

に記録されるまでの間に、申請者本人、代理者又は特定代理者が①の規定による輸出許可証等

の交付を希望するときは、次のいずれかの方法によるものとする。 

（イ）申請者本人が記名し、５（１）、（２）又は（３）のいずれかに規定する電子申請にお

いて付与された整理番号、申請種別（輸出許可申請、輸出承認申請、電子許可等情報の訂

正申請の別）及び交付を希望する理由を記載した交付依頼書（様式自由）を提出する。 

（ロ）専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項

目通達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び

文字数に従って入力し、（イ）の規定による交付依頼書に記載した情報を専用電子計算機

に備えられたファイルに記録する。 

④ 電子申請に係る許可情報又は承認情報が専用電子計算機に備えられたファイルに記録された

後に、申請者本人が①の規定による輸出許可証等の交付を希望するときは、申請者本人が記名

し、申請種別（輸出許可申請、輸出承認申請、電子許可等情報の訂正申請の別）、交付を希望

する理由及び許可番号又は承認番号を記載した交付依頼書（様式自由）を提出しなければなら

ない。 

⑤ ③（ロ）の場合を除き、交付依頼書は電子メールで電子申請の受付窓口に送付するものとす

る。 

 

（２）輸出許可証等の分割交付 

① １４の規定にかかわらず、経済産業大臣は、申請者本人、代理者又は特定代理者の求めに応

じ、（１）①の規定による輸出許可証等を分割して交付することができる。 

② 電子申請と同時に、申請者本人、代理者又は特定代理者が①の規定による輸出許可証等の分

割交付を希望するときは、申請項目通達に規定する「紙交付希望の有無」の項目に１を入力す

るとともに、申請者本人、代理者又は特定代理者が記名し、申請種別（輸出許可申請、輸出承

認申請、電子許可等情報の訂正申請の別）、必要とする輸出許可証等の通数、分割を希望する

理由及び輸出貨物の貨物名、数量並びに金額の分割方法を記載した分割交付依頼書（様式自由）

を提出するか、又は当該分割交付依頼書に記載した情報を専用電子計算機に備えられたファイ

ルに記録するものとする。 



 

③ 電子申請後、当該申請に係る許可情報又は承認情報が専用電子計算機に備えられたファイル

に記録されるまでの間に、申請者本人、代理者又は特定代理者が①の規定による輸出許可証等

の分割交付を希望するときは、次のいずれかの方法によるものとする。 

（イ）申請者本人が記名し、５（１）、（２）又は（３）のいずれかに規定する電子申請にお

いて付与された整理番号、申請種別（輸出許可申請、輸出承認申請、電子許可等情報の訂

正申請の別）、必要とする輸出許可証等の通数、分割を希望する理由及び輸出貨物の貨物

名、数量並びに金額の分割方法を記載した分割交付依頼書（様式自由）を提出する。 

（ロ）専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項

目通達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び

文字数に従って入力し、（イ）の規定による分割交付依頼書に記載した情報を専用電子計

算機に備えられたファイルに記録する。 

④ 電子申請に係る許可情報又は承認情報が専用電子計算機に備えられたファイルに記録された

後に、申請者本人が①の規定による輸出許可証等の分割交付を希望するときは、申請者本人が

記名し、申請種別（輸出許可申請、輸出承認申請、電子許可等情報の訂正申請の別）、必要と

する輸出許可証等の通数、分割を希望する理由及び輸出貨物の貨物名、数量並びに金額の分割

方法及び許可番号、承認番号又は許可・承認番号を記載した分割交付依頼書（様式自由）を提

出しなければならない。 

⑤ ③（ロ）の場合を除き、交付依頼書は電子メールで電子申請の受付窓口に送付するものとす

る。 

⑥ 経済産業大臣は、申請者本人、代理者又は特定代理者が希望した通数の輸出許可証等を、そ

れぞれの輸出許可証等の空白に分割用輸出許可証等である旨を明記し、「この（分割用輸出許

可証・分割用輸出承認証）は、（注：この欄には、それぞれの分割用輸出許可証等により輸出

されるべき貨物名、その数量及び金額を記入のこと。）を輸出する場合に使用しなければなら

ない。」旨の条件を付して、申請者本人、代理者又は特定代理者に交付するものとする。 

⑦ （１）の規定により交付された輸出許可証等の分割については、②の分割交付依頼書及び輸

出許可証等を提出することにより行うものとし、その他の分割に係る運用については、運用通

達別表第５の定めるところによる。 

 

（３）輸出許可証等の部分交付 

① １４の規定にかかわらず、経済産業大臣は、申請者本人、代理者又は特定代理者の求めに応

じ、許可又は承認した貨物の数量のうち一部について輸出許可証等を交付すること（以下「輸

出許可証等の部分交付」という。）ができる。 

② 電子申請と同時に、申請者本人、代理者又は特定代理者が①の規定による輸出許可証等の部

分交付を希望するときは、当該取引明細について、申請項目通達に規定する「取引明細 分割

数量条件」及び「取引明細 分割条件金額」の属性及び文字数に従って、入力するものとする。 

③ 電子申請後、当該申請に係る許可情報又は承認情報が専用電子計算機に備えられたファイル

に記録されるまでの間に、申請者本人、代理者又は特定代理者が①の規定による輸出許可証等

の部分交付を希望するときは、次のいずれかの方法によるものとする。 

（イ）申請者本人が記名し、輸出許可証等の部分交付を希望する許可又は承認の整理番号、許

可又は承認に係る取引明細の商品番号及び商品名並びに数量及び金額を記載した部分交付

依頼書（様式自由）を電子申請の受付窓口に提出又は郵送する。 

（ロ）専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項

目通達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び



 

文字数に従って入力し、（イ）の規定による部分交付依頼書に記載した情報を専用電子計

算機に備えられたファイルに記録する。 

④ 電子申請に係る許可情報又は承認情報が専用電子計算機に備えられたファイルに記録された

後に、申請者本人が①の規定による輸出許可証等の部分交付を希望するときは、申請者本人が

記名し、申請種別（輸出許可申請、輸出承認申請、電子許可等情報の訂正申請の別）、必要と

する輸出許可証等の通数、分割を希望する理由及び輸出貨物の貨物名、数量並びに金額の分割

方法及び許可番号、承認番号又は許可・承認番号を記載した部分交付依頼書（様式自由）を提

出しなければならない。 

⑤ 経済産業大臣は、輸出許可証等の空白に輸出許可等の部分交付が行われた輸出許可証等であ

る旨を明記し、「本輸出＿証は、原輸出＿証の部分であり、訂正は認めない。（注：＿の部分

には許可、承認、許可・承認の別を記載）」旨の条件を付した輸出許可証等を申請者本人、代

理者又は特定代理者に交付するものとする。 

 

（４）輸出許可証等の再発行 

① （１）の規定により交付された輸出許可証等を紛失した場合の再発行は、当該輸出許可証等

を交付した担当部局が行う。 

② 申請者本人、代理者又は特定代理者は、①の規定による輸出許可証等の再発行を希望すると

きは、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した再発行申請様式に、申請項目通達に

規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字数に従っ

て入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録する。再発行申請にあたっては、紛失

した輸出許可証等の写しを書面で提出又は輸出許可証等の情報を専用電子計算機に備えられた

ファイルに記録しなければならない。 

③ その他の再発行に係る運用については、運用通達別表第６に定めるところによる。 

 

（５）郵送による輸出許可証等の交付等 

申請者本人、代理者又は特定代理者は、（１）から（４）までの規定により交付、分割交付、

部分交付又は再発行された輸出許可証等の受領を郵送で希望する場合には、返信用封筒（簡易書

留等による郵送に必要な返信用切手を貼付し、申請者本人、代理者又は特定代理者の宛名を記入

したもの）を担当部局に提出又は郵送するものとする。 

 

１６ 輸入承認証・輸入割当証明書又は確認書の交付等 

（１）輸入承認証・輸入割当証明書の交付 

① １４の規定にかかわらず、経済産業大臣は、６（１）又は（３）に規定する電子申請を承認

又は割当てをしたときは、申請者本人又は代理者の求めに応じ、輸入規則第２条の２第５項の

規定に基づき、同規則別表第２で定める輸入承認証・輸入割当証明書（以下「輸入承認証・輸

入割当証明書」という。）を交付するものとする。 

② 電子申請と同時に、申請者本人又は代理者が①の規定による輸入承認証・輸入割当証明書の

交付を希望するときは、申請項目通達に規定する「紙交付希望の有無」の項目に１を入力する

ものとする。 

③ 電子申請後、当該申請に係る承認情報又は割当情報が専用電子計算機に備えられたファイル

に記録されるまでの間に、申請者本人又は代理者が①の規定による輸入承認証・輸入割当証明

書の交付を希望するときは、次のいずれかの方法によるものとする。 

（イ）申請者本人が記名し、６（１）又は（３）に規定する電子申請において付与された整理

番号、申請種別（輸入割当申請、輸入承認申請、輸入承認・割当申請、輸入二号承認申請、



 

電子承認・割当情報の訂正申請の別）及び交付を希望する理由を記載した交付依頼書（様

式自由）を提出する。 

（ロ）専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項

目通達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び

文字数に従って入力し、（イ）の規定による交付依頼書に記載した情報を専用電子計算機

に備えられたファイルに記録する。 

④ 電子申請に係る承認情報又は割当情報が専用電子計算機に備えられたファイルに記録された

後に、申請者本人が①の規定による輸入承認証・輸入割当証明書の交付を希望するときは、申

請者本人が記名し、申請種別（輸入割当申請、輸入承認申請、輸入承認・割当申請、輸入二号

承認申請、電子輸入承認・割当情報の訂正申請の別）、交付を希望する理由及び承認番号又は

割当証明番号を記載した交付依頼書（様式自由）を提出しなければならない。 

⑤ ③（ロ）の場合を除き、交付依頼書は電子メールで電子申請の受付窓口に送付するものとす

る。 

 

（２）確認書の交付 

① １４の規定にかかわらず、経済産業大臣は、６(2)に規定する電子申請を確認したときは、申

請者本人又は代理者の求めに応じ、輸入公表三の７に係る貨物（めろに限る。）の確認にあっ

ては別紙様式第８による確認書を、輸入公表三の７に係る貨物（ワシントン条約に係る貨物及

び種の保存法に係る貨物に限る。）の確認にあっては別紙様式第９による確認書を、輸入公表

三の７に係る貨物（オゾンに限る。）の確認にあっては別紙様式第１０による確認書を、輸入

公表三の７に係る貨物（冷凍のかにに限る。）の確認にあっては別紙様式第１１による確認書

（以下「確認書」という。）を交付するものとする。 

② 電子申請と同時に、申請者本人又は代理者が①の規定による確認書の交付を希望するときは、

申請項目通達に規定する「紙交付希望の有無」の項目に１を入力するものとする。 

③ 電子申請後、当該申請に係る確認情報が専用電子計算機に備えられたファイルに記録される

までの間に、申請者本人又は代理者が①の規定による確認書の交付を希望するときは、次のい

ずれかの方法によるものとする。 

（イ）申請者本人が記名し、６（２）に規定する電子申請において付与された整理番号及び交

付を希望する理由を記載した交付依頼書（様式自由）を提出する。 

（ロ）専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項

目通達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び

文字数に従って入力し、（イ）の規定による交付依頼書に記載した情報を専用電子計算機

に備えられたファイルに記録する。 

④ 電子申請に係る確認情報が専用電子計算機に備えられたファイルに記録された後に、申請者

本人が①の規定による確認書の交付を希望するときは、申請者本人が記名し、交付を希望する

理由及び確認番号を記載した交付依頼書（様式自由）を提出しなければならない。 

⑤ ③（ロ）の場合を除き、交付依頼書は電子メールで電子申請の受付窓口に送付するものとす

る。 

 

（３）輸入承認証・輸入割当証明書又は確認書の再発行 

① （１）又は（２）の規定により交付された輸入承認証・輸入割当証明書又は確認書を紛失し

た場合の再発行は、当該輸入承認証・輸入割当証明書又は確認書を交付した担当部局が行う。 

② 申請者本人又は代理者は、①の規定による輸入承認証・輸入割当証明書又は確認書の再発行

を希望するときは、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した再発行申請様式に、申



 

請項目通達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び

文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録する。再発行申請にあた

っては、紛失した輸入承認証・輸入割当証明書又は確認書の写しを書面で提出又は輸入承認証

等の情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。 

③ その他の再発行に係る運用については、輸入割当証明書の再交付手続について（平成１２年

３月３１日付け輸入注意事項１２第１９号）又は輸入承認証の再交付手続について（平成１２

年３月３１日付け輸入注意事項１２第２２号）に定めるところによるものとし、確認書の再発

行については、「輸入承認証の再交付手続について」に準じて処理するものとする。 

 

（４）郵送による輸入承認証・輸入割当証明書又は確認書の交付等 

申請者本人又は代理者は、（１）から（３）までの規定により交付又は再発行された輸入承認

証・輸入割当証明書又は確認書の受領を郵送で希望する場合には、返信用封筒（簡易書留による

郵送に必要な返信用切手を貼付し、申請者本人又は代理者の宛名を記入したもの）を担当部局に

提出又は郵送するものとする。 

 

１７ 役務取引許可証の交付 

（１）役務取引許可証の交付 

① １４の規定にかかわらず、経済産業大臣は、７（１）又は（２）に規定する電子申請を許可

したときは、申請者本人又は代理者の求めに応じ、貿易外省令第１条の２第５項又は第２条の

２第４項の規定に基づき、同省令別紙様式第６の２で定める役務取引許可証（以下「役務取引

許可証」という。）を交付するものとする。 

② 電子申請と同時に、申請者本人又は代理者が①の規定による役務取引許可証の交付を希望す

るときは、申請項目通達に規定する「紙交付希望の有無」の項目に１を入力するものとする。 

③ 電子申請後、当該申請に係る役務取引許可情報が専用電子計算機に備えられたファイルに記

録されるまでの間に、申請者本人又は代理者が①の規定による役務取引許可証の交付を希望す

るときは、次のいずれかの方法によるものとする。 

（イ）申請者本人が記名し、７（１）又は（２）に規定する電子申請において付与された整理

番号、申請種別（役務取引許可申請、電子役務取引情報の変更申請の別）及び交付を希望

する理由を記載した交付依頼書（様式自由）を提出する。 

（ロ）専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項

目通達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び

文字数に従って入力し、（イ）の規定による交付依頼書に記載した情報を専用電子計算機

に備えられたファイルに記録する。 

④ 電子申請に係る役務取引許可情報が専用電子計算機に備えられたファイルに記録された後

に、申請者本人が①の規定による役務取引許可証の交付を希望するときは、申請者本人が記名

し、申請種別（役務取引許可申請、電子役務取引情報の変更申請の別）、交付を希望する理由

及び許可番号を記載した交付依頼書（様式自由）を提出しなければならない。 

⑤ ③（ロ）の場合を除き、交付依頼書は電子メールで電子申請の受付窓口に送付するものとす

る。 

 

（２）役務取引許可証の再発行 

① （１）の規定により交付された役務取引許可証を紛失した場合の再発行は、当該役務取引許

可証を交付した担当部局が行う。 



 

② 申請者本人又は代理者は、①の規定による役務取引許可証の再発行を希望するときは、専用

電子計算機に備えられたファイルから入手した再発行申請様式に、申請項目通達に規定する申

請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字数に従って入力し、

専用電子計算機に備えられたファイルに記録する。再発行申請にあたっては、紛失した役務取

引許可証の写しを書面で提出又は役務取引許可証の情報を専用電子計算機に備えられたファイ

ルに記録しなければならない。 

③ その他の再発行に係る運用については、運用通達別表第６に準じて処理するものとする。 

 

（３）郵送による役務取引許可証の交付 

申請者本人又は代理者は、（１）の規定により交付された役務取引許可証の受領を郵送で希望

する場合には、返信用封筒（簡易書留による郵送に必要な返信用切手を貼付し、申請者本人又は

代理者の宛名を記入したもの）を担当部局に提出又は郵送するものとする。 

 

１８ 包括輸出許可証の分割交付 

（１）包括輸出許可証の分割 

① 経済産業大臣は、必要があると認めるときは、申請者本人又は代理者の求めに応じ、１４（１）

の規定による電子包括許可情報を別紙様式第１による一般包括輸出・役務（使用に係るプログ

ラム）取引許可証、別紙様式第２による特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取

引許可証、別紙様式第６による特定包括輸出許可証、別紙様式第６の２による特定包括輸出・

役務取引許可証（以下「包括輸出許可証」という。）に分割して交付することができる。 

② 電子申請と同時に、申請者本人又は代理者が①の規定による包括輸出許可証の分割交付を希

望するときは、申請項目通達に規定する「紙交付希望の有無」の項目に「0：電子ライセンス希

望」を入力するとともに、「分割交付希望通数」の項目に入力するものとする。 

③ 電子申請後、当該申請に係る許可情報が専用電子計算機に備えられたファイルに記録される

までの間に、申請者本人又は代理者が①の規定による包括輸出許可証の分割交付を希望すると

きは、次のいずれかの方法によるものとする。 

（イ）申請者本人が記名し、８（１）、（２）又は（３）に規定する電子申請において付与さ

れた整理番号、申請種別（一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可申請、

特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可申請、特定包括輸出許可申請、

特定包括輸出・役務取引許可申請又は電子包括許可情報の変更申請の別）、必要とする許

可証の通数及び分割を希望する理由を記載した分割交付依頼書（様式自由）を提出する。 

（ロ）専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項

目通達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び

文字数に従って入力し、(ｲ)の規定による分割交付依頼書に記載した情報を専用電子計算

機に備えられたファイルに記録する。 

④ 電子申請に係る許可情報が専用電子計算機に備えられたファイルに記録された後に、申請者

本人又は代理者が①の規定による包括輸出許可証の分割交付を希望するときは、申請者本人が

記名し、申請種別（一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可申請、特別一般包

括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可申請、特定包括輸出許可申請、特定包括輸出・

役務取引許可申請又は電子包括許可情報の変更申請の別）、必要とする許可の許可番号及び通

数並びに分割をする理由を記載した分割交付依頼書（様式自由）を提出しなければならない。 

⑤ 分割交付依頼書を書面で提出する場合は、電子申請の受付窓口に直接持参するか、又は電子

申請の受付窓口に郵送するものとする。 



 

⑥ 経済産業大臣は、申請者本人が希望した通数の包括輸出許可証を、それぞれの許可証の空白

に分割された包括輸出許可証である旨を明記して、申請者本人に交付するものとする。 

 

（２）郵送による包括輸出許可証の交付等 

申請者本人又は代理者は、（１）の規定により分割交付された包括輸出許可証の受領を郵送で

希望する場合には、返信用封筒（簡易書留による郵送に必要な返信用切手を貼付し、申請者本人

又は代理者の宛名を記入したもの）を担当部局に提出又は郵送するものとする。 

 

１９申請受付時間 

電子申請の受付時間は、システム保守、計画停電等によるサービス停止時間を除く、２４時間３

６５日を基本とする。申請者本人、代理者又は特定代理者による専用電子計算機のファイルへの申

請情報の記録が完了した場合は、申請者本人並びに代理者又は特定代理者に対して、整理番号、申

請者名等を記載した受付通知を自動的に発信する。 

なお、申請情報の専用電子計算機のファイルへの記録の完了が平日の１５時３０分を過ぎた場合

は、審査者による申請情報の確認作業は翌営業日から行われるものとする。 

 

２０ 受付窓口 

電子申請の受付窓口は、次の部局とする。 

１．本省 

① 貿易経済安全保障局貿易管理部貿易審査課 

② 貿易経済安全保障局貿易管理部農水産室 

③ 貿易経済安全保障局貿易管理部野生動植物貿易審査室 

④ 貿易経済安全保障局貿易管理部安全保障貿易審査課 

⑤ 貿易経済安全保障局貿易管理部安全保障貿易検査官室 

⑥ 産業保安・安全グループ化学物質管理課 

  ２．経済産業局等 

① 北海道経済産業局総務企画部国際課 

② 東北経済産業局総務企画部国際課 

③ 関東経済産業局総務企画部国際課貿易管理室又は横浜通商事務所輸出課若しくは業務課 

④ 中部経済産業局地域経済部国際課 

⑤ 近畿経済産業局国際部通商課又は神戸通商事務所総務課 

⑥ 中国経済産業局産業部国際課 

⑦ 四国経済産業局産業部産業振興課 

⑧ 九州経済産業局国際部国際課 

⑨ 沖縄総合事務局経済産業部商務通商課 

 



 

別紙参考様式第１ 

年  月  日 

 

原 本 証 明 書 

 

 経済産業大臣 殿 

 

申 請 者 

氏 名 又 は 名 称 

及び代表者の氏名 

住          所 

 

 

 本申請に係る添付資料のうち、以下の書類の写しについては、私（当社）が保有する原本と相違な

いことを証明します。 

 

書類名及び書類番号等 

 



 

別紙様式第１ 

根拠法規 
輸出貿易管理規則第２条の２ 

貿易関係貿易外取引等に関する省令第７条 

主務官庁 経 済 産 業 省 

 
 

一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可証 
 
 

輸 出 許 可 番 号 

有 効 と な る 日 

有 効 期 限 
 
 
 
 
 
 

条 件 

 
 

経済産業大臣の記名押印 

日付 

資格 

記名押印 

 

申 請 者 

    名称 

 

    住所 

 

   郵便番号 

申請年月日 

   役職名 

 

    氏名 

 

   電話番号 
 
 

 一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可の範囲 

 

 

 

 

 許可条件 

包括許可取扱要領（平成17･02･23貿局第１号輸出注意事項17第７号）のⅠの６の（１）に掲げる条

件に従うこと。 

 

  



 

別紙様式第２ 

根拠法規 
輸出貿易管理規則第２条の２ 

貿易関係貿易外取引等に関する省令第７条 

主務官庁 経 済 産 業 省 

 
 

特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可証 
 
 

輸 出 許 可 番 号 

有 効 と な る 日 

有 効 期 限 
 
 
 
 
 
 

条 件 

 
 

経済産業大臣の記名押印 

日付 

資格 

記名押印 
 

申 請 者 

    名称 

    住所 

 

   郵便番号 

申請年月日 

   役職名 

    氏名 

 

   電話番号 
 
 

 特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可の範囲 

包括許可取扱要領（平成17･02･23貿局第１号輸出注意事項１７第７号）のⅡの４の（１）に掲げる

もの 

 

 

 

 許可条件 

包括許可取扱要領（平成17･02･23貿局第１号輸出注意事項17第７号）のⅡの６の（１）に掲げる条

件に従うこと。 



 

別紙様式第３        削除 



 

別紙様式第４ 

根拠法規 貿易関係貿易外取引等に関する省令第７条 

主務官庁 経 済 産 業 省 

 
 

特別一般包括役務取引許可証 
 
 

輸 出 許 可 番 号 

有 効 と な る 日 

有 効 期 限 
 
 
 
 
 
 

条 件 

 
 

経済産業大臣の記名押印 

日付 

資格 

記名押印 
 
 
 
 

申 請 者 

      名称 

      住所 

 

   郵便番号 

 
 

申請年月日 

   役職名 

    氏名 

 

   電話番号 
 
 

 特別一般包括役務取引許可の範囲 

包括許可取扱要領（平成17･02･23貿局第１号輸出注意事項17第７号）のⅡの４の（２）に掲げるも

の 

 

 

 

 許可条件 

包括許可取扱要領（平成17･02･23貿局第１号輸出注意事項17第７号）のⅡの６の（２）に掲げる条

件に従うこと。 

  



 

別紙様式第５        削除 
 
 

  



 

別紙様式第６ 

根拠法規 輸出貿易管理規則第２条の２ 

主務官庁 経 済 産 業 省 

 
 

特 定 包 括 輸 出 許 可 証 
 
 

輸 出 許 可 番 号 

有 効 と な る 日 

有 効 期 限 
 
 
 
 
 

条 件 

 

経済産業大臣の記名押印 

日付 

資格 

記名押印 

 

１．申請者 

      名称 

      住所 

   郵便番号 

 

申請年月日 

   役職名 

    氏名 

   電話番号 

２．取引の内容 

（１）買主／取引の相手方 

住所 

（２）荷受人 

  住所 

（３）需要者／利用する者 

  （取引に係る技術の提供を受けて利用する者） 

  住所 

（４）仕向地／               経由地               経由地 

   提供地                経由地               経由地 

                      経由地 その他 

（５）特定包括輸出許可・特定包括役務取引許可に係る内容 

   該当項番      表番号 

             貨物番号 

             省令番号 

   役務取引の内容 

 

 

 許可条件 

包括許可取扱要領（平成17･02･23貿局第１号輸出注意事項17第７号）のⅢの６の（１）に掲げる条

件に従うこと。 



 

別紙様式第６の２ 

根拠法規 
輸出貿易管理規則第２条の２ 

貿易関係貿易外取引等に関する省令第７条 

主務官庁 経 済 産 業 省 

 
 

特 定 包 括 輸 出 ・ 役 務 取 引 許 可 証 
 

輸 出 許 可 番 号 

有 効 と な る 日 

有 効 期 限 
 
 
 
 
 

条 件 

 
経済産業大臣の記名押印 

日付 

資格 

記名押印 
 

１．申請者 

      名称 

      住所 

   郵便番号 

 

申請年月日 

   役職名 

    氏名 

   電話番号 

２．取引の内容 

（１）買主／取引の相手方 

住所 

（２）荷受人 

  住所 

（３）需要者／利用する者 

  （取引に係る技術の提供を受けて利用する者） 

  住所 

（４）仕向地／               経由地               経由地 

   提供地                経由地               経由地 

                      経由地 その他 

（５）特定包括輸出許可・特定包括役務取引許可に係る内容 

   該当項番      表番号 

             貨物番号 

             省令番号 

   役務取引の内容 

 

 

 許可条件 

包括許可取扱要領（平成17･02･23貿局第１号輸出注意事項17第７号）のⅢの６の（１）に掲げる条

件に従うこと。 

包括許可取扱要領（平成17･02･23貿局第１号輸出注意事項17第７号）のⅢの６の（２）に掲げる条

件に従うこと。 



 

別紙様式第７ 

根拠法規 貿易関係貿易外取引等に関する省令第７条 

主務官庁 経 済 産 業 省 

 
 

特 定 包 括 役 務 取 引 許 可 証 
 
 

輸 出 許 可 番 号 

有 効 と な る 日 

有 効 期 限 
 
 
 
 
 

条 件 

 

経済産業大臣の記名押印 

日付 

資格 

記名押印 

 

１．申請者 

      名称 

      住所 

   郵便番号 

 

申請年月日 

   役職名 

    氏名 

   電話番号 

２．取引の内容 

（１）買主／取引の相手方 

住所 

（２）荷受人 

  住所 

（３）需要者／利用する者 

  （取引に係る技術の提供を受けて利用する者） 

  住所 

（４）仕向地／               経由地               経由地 

   提供地                経由地               経由地 

                      経由地 その他 

（５）特定包括輸出許可・特定包括役務取引許可に係る内容 

   該当項番      表番号 

             貨物番号 

             省令番号 

   役務取引の内容 

 

 

 許可条件 

包括許可取扱要領（平成17･02･23貿局第１号輸出注意事項17第７号）のⅢの６の（２）に掲げる条

件に従うこと。 



 

別紙様式第８ 
 

（確認する貨物の名称）を輸入する場合の確認書 
 

申請者名               

 

住  所               

電話番号               

 

※確 認 番 号              

 

※確認年月日         

   氏   名                  

   資   格                  

   申請年月日                  
 

Ⅰ 輸入の内容 

番号 商 品 名 

原産地 船積地域及び船積港      通貨       通貨 

関税率表の番号 種類又は規格 数 量（ＫＧ） 単価 金額 

合計数量 合計金額 

  

  

     

  

 

漁獲証明書文書番号  

輸出証明書文書番号  

備 考  

 

Ⅱ その他 

運送方法  船名  

入港予定年月日  

通関予定年月日  

入港予定港  

輸出者の属する国名  

販売予定先  

今後の通関予定   

  

  

 上記のとおり確認する。 

 



 

 

     経済産業大臣の記名押印       資格 

                        記名押印 



 

通 関 

税関申告番

号及び申告

年月日 

商品名 

 

送状数量 

 

送状金額 

 

通関数量 

 

通関金額 

 

許可又は承

認年月日及

び税関押印 

備考 

 

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

       



 

別紙様式第９ 
 

輸入公表三の７のに基づく貨物（確認する貨物の名称）の輸入に関する確認書 
 

申請者名               

 

住  所               

電話番号               

 

※確 認 番 号              

 

※確認年月日         

 

   氏   名                      発 行 国                

   資   格                      許可書番号                

   申請年月日                  
 

 

和 名  

学 名  

原産国  数 量  

形 態  

ソース  附属書番号  

 

和 名  

学 名  

原産国  数 量  

形 態  

ソース  附属書番号  

 

和 名  

学 名  

原産国  数 量  

形 態  

ソース  附属書番号  

 

和 名  

学 名  

原産国  数 量  

形 態  

ソース  附属書番号  

 

和 名  

学 名  

原産国  数 量  

形 態  

ソース  附属書番号  

  

輸出者名 

及び住所 

 

 

備  考  

 

 

     経済産業大臣の記名押印        資格 

                        記名押印 

 

  



 

※通関 

税関申告番

号及び申告

年月日 

商品名 

 

送状数量 

 

送状金額 

 

通関数量 

 

通関金額 

 

許可又は承

認年月日及

び税関押印 

備考 

 

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

       

 

（注） （１）本申請書の大きさはＡ列４番縦長とすること。 

 （２）「発行国」及び「許可番号」欄には、当該貨物について発行された輸出許可書等の発行国及び番号を

記載すること。 

 （３）「原産国」欄には、輸出許可書等記載された原産国を記載すること。 

 （４）ＷＣ１６の「形態」欄には、該当するコードを選択すること。（ＨＡＫ：はく製及び加工品、ＨＫＯ

：はく製及び加工品以外） 

 （５）※印のある欄には記入しないこと。 

  



 

別紙様式第１０（確認する物質の名称）の輸入に関する確認書 

 

経済産業大臣 殿 

 

申請者名                       

住  所                              

電話番号                              

担当者名                     

資  格                              

申請年月日                             

 

Ⅰ 輸入の内容 

関税率表 

の番号等 

商品名 種類及び 

規格 

数 量 原 産 地 船積地域 

及び船積港 

    

 

  

単 価 

 

金 額 

 

 

備 考 

 

 

 

 

Ⅱ その他 

輸入しようとする物質について

未使用のもの、使用済みのもの

、再利用されるもの又は再生さ

れたものの別ごとの数量 

１．未使用のもの  

２．使用済みのもの  

３．再利用されるもの  

４．再生されたもの  

組 成 等 商 品 の 内 容  

製 造 さ れ る 物 質 名  

通 関 予 定 年 月  

入 港 予 定 港  

 

製 造 業 者 

住  所  

 

 

氏  名  

 

売  渡  先 

住  所  

 

 

氏  名  

 

 上記のとおり確認する。 

 

                                  経済産業大臣の記名押印 

 

                                  資  格                             

                                  記名押印                              

 

 

※確認番号                  

※確認年月日                    

※有効となる日                    



 

※通 関 

税関申告番号 

及び申告年月日 

送状数量 送状金額 許可又は承認年月

日及び税関押印 

備考 

     

     

（注） 当該申請に係る貨物は、有効となる日が属する年の１２月３１日までに輸入されるものとする。 

  



 

別紙様式第１１ 

 
輸入公表三の７に基づく貨物（冷凍のかに）の輸入に関する確認書 

 

申請者名               

 

住  所               

電話番号               

 

※確 認 番 号                

※確認年月日           

※有効期間満了日         

 

   氏   名                  

   資   格                  

   申請年月日                  

 

Ⅰ 輸入の内容 

番号 関税率表の番号簿 商 品 名 数 量（ＫＧ） 船積地域 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

当該貨物に対してロシア連邦漁業庁が発動した証明書の番号 

当該貨物に対して船積地域の政府その他の公共機関が発給した原産地を証明する番号等 

 発給国・地域                 番号 

 

備 考 

 

 

 

 

 

 

 

上記の内容について確認する。 

 

     経済産業大臣の記名押印        資格 

 

                        記名押印 

  



 

※通関 

税関申告番号 

及び申告年月日 

送状数量 許可又は承認年月日 

及び税関押印 

備考 

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

（注） １ 本確認申請書は、証明書１通ごとに作成すること。 

 ２ 商品名は、輸入しようとする貨物の形態及びかにの名称（例：冷凍したたらばがに）を記載すること。 

 ３ 数量は商品名ごとに記載すること。ただし、数量に端数が生じた場合も、端数はそのまま記載するこ

と。 

 ４ 「船積地域」の欄には、船積地域の国又は地域名を記載すること。なお、船積地域が、外国為替及び

外国貿易法における附属の島に関する命令（昭和２５年総理府・大蔵省・通商産業省令第１号。以下

「命令」という。）において、当分の間、附属の島から除いた地域である場合には、「船積地域」の欄

には、命令に規定する島名を日本語で記載すること。 

 ５ 「当該貨物に対してロシア連邦漁業庁が発給した証明書の番号」及び「当該貨物に対して船積地域の

政府その他の公的機関が発給した原産地を証明する書類等 発給国・地域、番号」欄には、当該貨物に

対して発給された証明書の発給国・地域及び番号を記載すること。 

 なお、政府その他の公的機関には、商業会議所その他これに準ずる機関を含む。 

 ６ ※印のある欄には記入しないこと。 

 ７ 用紙の大きさは、Ａ列４番とする。 

    ８ 「当該貨物に対してロシア連邦漁業庁が発給した証明書の番号」及び「有効期限満了日」欄に記載の

ある確認書は、記載された有効期間満了日を超えない期間に行われる１回の輸入申告についてのみ有

効とする。 


